
平成17年度地方財政計画のポイント
総 務 省 自 治 財 政 局

平 成 １ ７ 年 ２ 月

○ 地方財政計画は、地方交付税法第７条の規定に基づき作成される地方団体の歳入歳出総額の見

込額に関する書類であり、国会に提出するとともに、一般に公表するものである。

平成17年度の地方財政の姿Ⅰ
○ 地方財政計画の規模 83兆7,687億円（前年度比 △ 1.1%）

（参考）国保調整交付金除き 83兆4,155億円 （ 〃 △ 1.5% ）

○ 地方一般歳出 67兆3,216億円（ 〃 △ 1.2%）

（参考）国保調整交付金除き 66兆9,684億円 （ 〃 △ 1.7% ）

安定的財政運営に必要な地方交付税等の「一般財源総額」の確保Ⅱ

○ 地方税＋地方交付税＋臨時財政対策債 53兆4,399億円（前年度比 0.1%増）

（参考） 平⑯ 53兆3,997億円 （ 〃 △ 4.8% ）

○ 地方交付税 16兆8,979億円（ 〃 0.1%増）

（参考） 平⑯ 16兆8,861億円 （ 〃 △ 6.5% ）

三位一体の改革の推進Ⅲ
○ 税源移譲に結びつく国庫補助負担金の改革 11,239億円

・ 養護老人ホーム運営費等の一般財源化 6,989億円

→ 所得譲与税 6,910億円

・ 義務教育費国庫負担金の暫定的な減額措置 4,250億円

→ 税源移譲予定特例交付金 4,250億円

平成１７年度の改革に対応する移譲額 計 11,160億円

（参考～平成１６、１７年度分を合わせた税源移譲等の額 17,451億円）

○ 財政力格差の拡大への確実な対応

・ 税源移譲等に伴う増収分を当面基準財政収入額に100%算入（通常75%）

Ⅳ ハードからソフトへの決算かい離の一体的是正
○ 投資的経費（単独） (-)7,000億円（一般財源ベース(-)3,500億円）

の一体的是正
○ 経常的経費（単独） (+)3,500億円

・市町村合併の推進等に適切に対応

地方財政の健全化Ⅴ
○ 地方財源不足の圧縮（通常収支） ＜平⑯10兆1,723億円 → 平⑰ 7兆5,129億円＞

○ 新規発行地方債の減 ＜平⑯ 9兆9,543億円 → 平⑰ 9兆 388億円＞

（参考）臨時財政対策債含み ＜平⑯14兆1,448億円 → 平⑰12兆2,619億円＞

○ 警察官3,500人の増員を織り込んだ上での地方財政計画計上人員の12,411人純減など、

「基本方針2003」等に沿った地方歳出の見直し、抑制



地方財政計画歳入歳出一覧

　（１）　　歳入歳出総括表 （単位：億円、％）
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(注)　一般行政経費の平成16年度の額は、平成17年度との比較対照のため一部組替えをしてある。



平成１７年度における「三位一体の改革」の姿

１ 国庫補助負担金の改革

○ 税源移譲に結びつく国庫補助負担金の改革（①＋②） １１，２３９億円

① 一般財源化 6,989億円

・国民健康保険国庫負担 (5,449億円)
・養護老人ホーム等保護費負担金 ( 567億円)
・公営住宅家賃対策等補助 ( 320億円)（うち公営住宅家賃収入補助）
など

② 義務教育費国庫負担金の暫定的減額 4,250億円

○ 国庫補助負担金のスリム化 ３，０１１億円

○ 国庫補助負担金の交付金化 ３，４３０億円

（参考）平成１７年度改革額合計 １７，６８１億円

２ 税源移譲等

○ ①に対応した税源移譲（所得譲与税） ６，９１０億円 ③

○ ②に対応した税源移譲等（税源移譲予定特例交付金） ４，２５０億円 ④

○ 平成１７年度の改革に対応する移譲額（③ ＋ ④） １１，１６０億円

＜参考＞ 平成１６、１７年度分を合わせた税源移譲等の額

・所得譲与税

③ ＋ 平成１６年度に措置した額(4,249億円) ＝ １１，１５９億円

・税源移譲予定特例交付金

平成１６年度に措置した義務教育費国庫負担金

④ ＋ の退職手当及び児童手当の平成１７年度所要額 ＝ ６，２９２億円

(2,042億円)

合 計 １７，４５１億円

３ 交付税の改革

○ 安定的な財政運営に必要な地方交付税総額の確保

１６兆８，９７９億円（前年度比１１７億円、０.１％増）

○ 投資的経費(単独)と経常的経費(単独)の決算かい離の一体的是正
（一般財源ベースで３,５００億円）

○ 「基本方針2003」等に沿った地方歳出の見直し、抑制

（国保調整交付金を除く）歳出規模 前年度比△１.３兆円（△１.５％）程度

○ 税源移譲等に伴う財政力格差拡大への適切な対応

税源移譲等に伴う増収分を基準財政収入額に１００％算入（現行７５％）




